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長期にわたって継続させることはきわめて難しい。たとえば、社会心理的な手法でアプローチする Dishman (1988) 
は身体活動や運動を始めたにもかかわらず 3～6 ヵ月後には約半数の人がやめてしまうと報告している。本研究は、
民間のスポーツクラブに週 2 回以上通う人々 (運動習慣を持つ人々) を対象として、Fishbein の社会行動予測モデ
ル (TRA) と Bentler らの態度‐行動モデルにより、スポーツクラブでの運動継続者の継続行動の規定要因を探るとと
もに、そのモデルの適合度を検討したものである。2004 年 8 月～2005 年 6 月の期間、対象者 51 人に対して、性、
年齢、現在の運動実施状況などの基本的個人的属性及び Fishbein の社会行動予測モデル構築に必要な項目につ
いてのアンケート調査を 4 回実施し,初回の回答者 37 人 (56.9±8.8 歳) を分析の対象とした (回収率 72.5％)。  被
験者が少数であったため限定的ではあるが、Fishbein の TRA に比べて Bentler らの態度‐行動モデルの方が適合度




(無関心期) や運動をする意図はあるがまだ運動習慣を持たないステージ (関心期や準備期) の人々の運動の参
加・継続に関する規定要因の検証が、課題としてあげられた。 
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厚生省「健康日本２１」 (2003 年 3 月・厚生省発健医
第 115 号) による 2010 年健康指標のひとつ「身体活
動・運動」の到達目標は‘なるべく毎日、軽度から中等
度の強度の身体活動を１日に少なくとも 30 分以上行う
18 歳以上の人口を 30％にする’を掲げている。 







こでの運動習慣とは‘週２回以上、1 回 30 分以上、1 年
以上’の場合に運動習慣ありとしていて、強度について
は特に規定していない。この割合は国民健康・栄養調















(Powell et al.,1987;  Bouchard and Despres, 1995;  Lee, 
1995; Mackinnon, 1989; Stephens, 1988) 、身体活動量
を増加させ、長期にわたって継続させることはきわめて
難しい。たとえば、社会心理的な手法でアプローチす




が試みられてきたわけであり  (Rosenstoch, 1974; 
Bandura, 1986; Sallis and Owen, 1999) 、近年では、




図に よっ て予測さ れると い う Ajzen and Fishbein  
(Ajzen and Fishbein, 1980; Fishbein and Ajzen, 1975) の
合理的行為理論 (Theory of Reasoned Action: 以下









提唱されている (Sallis and Hovell, 1990)  















れている、ことが示された。その後の Godin ら (1993) 
の研究においても、習慣が行動予測に対する最良の
予測力を持っていることが再度強調された。 





一方、笹川スポーツ財団 (2004) のスポーツライフ 





図１ Fishbein の社会行動予測モデル(TRA) 
 
 






















週 2 回以上、スポーツクラブに通う女性メンバー51 人 
(運動習慣を持つ人々) とした。被験者の抽出につい




























(5 項目) 、今後のスポーツ活動、今後の社会活動 (３
項目) 、今後の運動実施予定回数、フィードバック希望
など 22 項目と、行動予測モデル構築に必要な変数ごと
に、行動意図 (2 項目) 、態度 (4 項目) 、主観的規範 




7 段階の SD 法で行った。運動実施状況については、















51 人に対し、2004 年 8 月に質問紙を配布し、37
人回収した。 
2） 事後調査 調査対象期間 (３ヵ月) 終了後の







3） 追跡調査 追跡調査として、2005 年 2 月に、31 人
対象に事前調査を実施し、12 人回収した。次に
2005 年 6 月に、12 人対象に事後調査を実施し、
12 人回収した。それぞれの調査は、１) と２) と同
様の調査項目で実施した。 
4） 面接調査 特定メンバー対象に、事後調査終了




















Fishbein の行動予測モデル (TRA) に事後調査で
回収された調査票の項目をそれぞれの変数ごとにとり
まとめてあてはめ、行動信念 (BNs) 、態度 (ATTs) 、
規範的信念 (NBs) 、主観的規範 (SNs) 、行動意図 




果から、行動意図 (BI) 、態度 (ATTs) 、主観的規範 
(SNs) 、行動実施回数BHFRQ の 4 変数に習慣の要因











対象者数は 51 人で事前調査の回収数は 37 人、回
収率は 72.5％、事後調査の回収数は 31 人、回収率は
60.8％であった。追跡調査の対象者数は 31 人で回収
数は 12 人、回収率は 38.7％であった。 
 
２) 基本的個人的属性 








している維持期のメンバーが 36 名、6 ヵ月未満の
実行期のメンバーが 1 名であった。 (表 1) 








が 30 名、6 ヵ月未満の実行期のメンバーが 1 名で
あった。 











Fishbein の予測モデル (TRA) に従って分析したと
ころ、態度と行動信念及び主観的規範と規範的信念の
変数の間には強い相関関係が認められた。このときの












5・表 3)  
 
３．習慣の変数を加えた予測式の同定と予測力の検討 










大きい。 (図 6・表 4)  
次に、説明力が減少した行動意図をはずして、新た
に予測式を同定した。このモデルでは、自由度調整済
重相関係数 (二乗) が.645 (p<.01) と有意となり、わず


















調査 （事前調査） n=37 （事後調査） n=31 (追跡調査)  n=12 
年齢（歳）  56.9±8.8 57.9±9.3 55.8±9.2 










































生活満足度  27.7±5.1 27.7±5.3 27.2±4.0 























調査 （事前調査） n=37 （事後調査） n=31 (追跡調査)  n=12 
行動意図 10.6±1.9 10.6±1.8 11.5±1.8 
態度 22.8±3.1 22.7±3.2 24.6±3.3 
主観的規範 14.9±2.4 15.1±2.6 15.9±2.3 
行動信念 47.7±7.8 48.1±8.2 49.5±8.1 
規範的信念 41.2±6.5 41.4±6.8 66.5±9.2 
行動実施回数 － 44.5±14.0 51.2±22.0 






図５ Fishbein の行動予測モデル 
 
表３ Fishbein の行動予測モデルの重回帰分析の結果 n=31 
被説明変数 説明変数 標準偏回帰係数 (ｐ値) 回帰式の説明率 R-sq. (p 値) 
行動意図 態度 -0.027  (0.919) 
 主観的規範 0.425  (0.112) 
0.165  (0.081) 
行動実施回数 行動意図 0.242  (0.222) 
 態度 -0.323  (0.235) 
 主観的規範 0.380  (0.183) 
0.154  (0.205) 
 
 










表４ 習慣の変数を加えた修正モデルの重回帰分析の結果 n=12 
被説明変数 説明変数 標準偏回帰係数 (ｐ値) 回帰式の説明率 R-sq. (p 値) 
行動意図 態度 0.274  (0.203) 
 主観的規範 0.680 (0.012) 
 先行行動実施回数 (習慣)  0.054 (0.771) 
0.788 (0.005) 
行動実施回数 行動意図 -0.191 (0.355) 
 先行行動実施回数 (習慣)  0.898  (0.001) 
*0.643 (0.004) 
















































これらの結果は、Biddle ら (2001/2005) が述べて
いる習慣的な行動の役割の重要性を裏付けるもので
あり、Bentler ら (1979) の「過去の行動が現在の行
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